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Ⅰ　工学部・工学研究科の研究目的と特徴

本工学部・工学研究科は、学理の探究と新技術の創造を目指し、急激に変化する産業界に迅速かつ柔軟に対応するとともに、未来社会の創造に貢献することを目的としている。とりわけ研究面においては、世界をリードする独創的研究拠点の形成を目標としている。

大学の中期計画において、重点的研究分野を中心に学術的意義、創造性、社会的貢献性などを重視した、重点プロジェクト型研究を推進することを定めている。それに対応して、大学が重点的に取り組む８領域のうち、「炭素及びケイ素の元素特性を活用するナノ材料の創製と機能制御」並びに「高速情報通信ネットワーク社会に対応したアナログ集積回路研究」の２領域を本学部・研究科として推進すべき領域として設定している。平成19年度に改組再編を行い、博士後期課程を１専攻に統合することにより、さらに多くの研究プロジェクトを立ち上げるべく、組織の枠組みにとらわれることなく研究組織を構成し、その研究活動を推進するという特徴的な体制をとっている。その中で、博士前期課程の各専攻においては、それぞれの特長を活かして、地域の産業・企業とも連携した以下の研究活動を行う。また、連携大学院を通して、各専門分野の応用技術の開発・研究を推進する。

	
	専攻名
	研究領域
	研究目的・特徴

	博士前期課程
	応用化学・生物化学専攻


	応用分子化学、機能材料化学、機能生物科学
	機能物質のナノ・ミクロの構築原理の解明、機能物質と新規材料の開発、生命活動における未知プロセスの解明、新規生理活性物質の発見・工学的応用

	
	機械システム工学専攻
	エネルギーシステム工学、マテリアルシステム工学、メカトロニクス工学
	機械が周囲の環境に及ぼす効果を考え、人類の持続的発展を支える独創的機械の開発と機械を含む様々なシステムの構築、高機能化・高効率化、知能化

	
	生産システム工学専攻


	生産機械工学、電子情報工学
	人類の生活向上に向けた、環境と調和を保ちながら持続的発展を支える社会基盤の確立に向けたものづくり技術の開発

	
	環境プロセス工学専攻
	環境エネルギー創生、エネルギープロセス開発、マイクロプロセス工学、プラズマ・食品プロセス、材料プロセス化学
	バイオマスや石炭の有効利用、新規燃料電池の開発、環境負荷低減技術の開発、などの環境との調和を目指す生産プロセスの開発

	
	社会環境デザイン工学専攻


	社会基盤工学、都市環境工学
	社会基盤施設の建設と維持管理・高度化などの社会資本の整備、大規模自然災害などに対する安全で住みやすい持続可能な社会の実現のための技術開発

	
	電気電子工学専攻
	電子デバイスシステム、計測制御エネルギー、情報通信システム、基礎電子物性、
	電気・電子・エネルギー・情報通信・コンピュータなどの分野における、情報とエネルギーの流れを高次元に調和させたネットワークの構築

	
	情報工学専攻


	情報数理工学、計算機工学、知識情報工学、数理科学工学
	情報化社会の基幹技術であるコンピュータとその周辺技術の学術的基盤に世界的な視点で貢献すること

	博士後期課程
	工学専攻


	物質創製工学、先端生産システム工学、環境創生工学、電子情報工学
	研究分野を融合化した研究・教育活動を展開し、多角的な視野を有する先端的研究者・技術者の育成


[想定する関係者とその期待]

工学部・工学研究科の研究活動に期待するのは我が国の学会、産業界であり、特には、産学連携や共同研究を通して研究開発活動を行っている北関東地域の産業界である。彼らが期待するのは、新しい産業分野の開拓につながる研究展開・材料創製、新概念の構築、応用開発や実用化に向けた基礎技術・新技術の確立であると考えている。

Ⅱ　分析項目ごとの水準の判断

分析項目Ⅰ　研究活動の状況
(1) 観点ごとの分析

	観点　研究活動の実施状況


 (観点に係る状況)

本学部・研究科は、７学科、博士前期課程７専攻、博士後期課程１専攻より構成されており、それぞれの専攻が進めている研究専門分野は多岐にわたっている。研究活動の基本単位は教員数名から構成される研究室であるが、学科・専攻によっては大講座制をとり教員単位で行っているところもある。各研究室の研究能力を統合・結集し独創的な研究拠点の構築を目指して、横断的な研究プロジェクトの策定・推進を進めている。大学の重点研究プロジェクトとして「炭素・ケイ素」、「アナログ集積回路」の２プロジェクトが設定されており、これを基軸に多くの研究室が総合的に研究活動を展開している。さらに多くのプロジェクトを立ち上げるべく、研究グループの集約が進められており、平成19年度には本研究科において、若手教員グループを中心とした研究テーマの募集も行われ、12テーマの応募があった。学内の共同利用施設である、機器分析センター、アドバンストテクノロジー高度研究センター、共同研究イノベーションセンター、RI実験施設、研究推進支援センターも積極的に利用され、研究活動が複合的に支援される状況にある。寄附講座の「ルネサステクノロジ先端アナログ回路工学講座」を通しての研究も進められている。

本学には理学部が無いこともあり、理学部的な基礎研究を目指した研究から、応用研究、企業との共同研究などまで、幅広い領域にまたがった研究が進められている。

各専攻とも、活発な研究活動が進められており、本研究科全体の原著論文数などを資料Ｉ－Ａに示す。専攻別では、例えば応用化学・生物化学専攻（教員数71人､改組前の平成18年度までについては新組織への移行教員についての数）での４年間の原著論文数などの集計は資料Ｉ－Ｂのとおりとなっている。他の専攻についてもほぼ同様の結果となっている。

資料Ｉ－Ａ　（年度毎の本研究科の研究活動状況）

	
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	原著論文（延べ数）
	   718
	   675
	   734
	   693

	著書
	    56
	    54
	    43
	    48

	学会発表
	 1,114
	 1,328
	 1,023
	   1424

	受賞
	    22
	    32
	    26
	    38


資料Ｉ－Ｂ　（応用化学・生物化学専攻の研究活動）

	
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	原著論文（延べ数）
	  229
	  216
	  261
	  291

	国際会議発表
	  122
	  170
	  138
	  192

	招待講演
	   12
	   14
	   21
	   30

	受賞
	    5
	    5
	    6
	    8


本学部・研究科全体での外部資金獲得状況については、資料I－Ｃのとおりであり、ここ４年間、余り変動はない。教員数が教授、准教授、助教合わせてほぼ200人であるので、一人当たりに平均して年間３百万円の外部資金を得ていることになる。

資料Ⅰ－Ｃ　（外部資金の獲得状況）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、件）
	
	
	
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	科学研究費
	文部科学省
	総額
	62,095
	45,300
	73,700
	53,000

	
	（特推、特定）
	件数
	26
	27
	35
	30

	
	学術振興会
	総額
	102,774
	124,300
	74,671
	133,620

	
	
	件数
	52
	49
	42
	53

	その他の競争的外部資金
	総額
	15,423
	10,700
	76,495
	73,500

	
	件数
	7
	6
	16
	23

	共同研究
	総額
	107,631
	140,954
	204,044
	164,271

	
	件数
	97
	117
	117
	110

	受託研究
	総額
	164,745
	108,990
	115,001
	70,223

	
	件数
	35
	37
	38
	24

	寄附金
	総額
	171,429
	157,105
	204,029
	138,615

	
	件数
	205
	207
	233
	174

	寄附講座
	総額
	29,840
	29,840
	29,840
	23,000

	
	件数
	1
	1
	1
	1

	総額
	653,937
	617,189
	777,780
	656,229


知的財産権（特許）については、資料Ⅰ－Ｄのとおりで、取得については未だ少ないが、出願は活発に行われている。共同研究、受託研究についても活発に行われている。その実施例について、資料Ｉ－Ｅ、Ｉ－Ｆに具体例をあげた。

資料Ⅰ－Ｄ　（知的財産権の状況）

	
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	知的財産権
（特許）
	出願件数
	35
	59
	74
	50

	
	取得件数
	 1
	 2
	 3
	 3


資料Ｉ－Ｅ　（共同研究の実施状況）

	　
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	共同研究の

実施状況例
	①株式会社本田技術研究所

小保方富夫教授　研究費500万円

②キヤノン株式会社

西村淳教授

研究費500万円
	①株式会社日鉄技術情報センター

尾崎純一教授509万円

②サンワプレシジョン㈱

大谷朝男教授600万円
	①群馬県産業支援機構

宝田恭之教授1400万円
（JST地域結集型共同研究事業で本学が受けたうちの１件）

②旭硝子㈱

上原宏樹准教授2000万円
	①群馬県産業支援機構

野田玲治准教授1300万円
（JST地域結集型共同研究事業で本学が受けたうちの１件）

②トヨタ自動車

鳶島真一教授

550万円


資料Ｉ－Ｆ　（受託研究の実施状況）

	受託研究の
実施状況例
	①群馬県産業支援機構

早乙女康典教授5,106万円
（文科省都市エリア産学官連携促進事業）


②（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

尾崎純一教授1,386万円
	①（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

花屋実教授

1,201万円

②国立大学法人東京農工大学

宝田恭之教授1,795万円（文科省リーディングプロジェクト事業）
	①（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

森下佳代子助手1,418万円


②文部科学省

若松馨教授

523万円
	①（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

中川紳好教授

800万円

②（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

宝田恭之教授

800万円


その他、アドバンストテクノロジー高度研究センターにおいては、毎年研究成果報告会を公開して開催しており、平成19年度においては56件の発表があった。

また、県内の企業と包括技術協定を締結し、産学連携した研究開発を進めている。すでに包括協定、あるいは産学連携協定を15企業（富士重工業、サンデン、三洋電機、太陽誘電、チッソ、など）と締結し、共同研究を進めている。その他、資料Ｉ－Ｇのとおり、機器分析センターを通しての共同研究も積極的に行っている。

資料Ⅰ－Ｇ　（機器分析センターを通した共同研究の例）

	平成18年度地域新生コンソーシアム研究開発事業「実用的な廃棄羊毛溶解方法と高性能機能素材の開発」

	北関東産学官研究助成「電気泳動を応用した金属微粒子回収による切削油リサイクル」

	医学部との共同研究「繭セリシンを配合した手に優しい殺菌剤の開発」


また、平成18～20年度には、経済産業省の製造中核人材育成事業（メカトロニクス・ロボット分野）が採択され、地域の企業（富士重工業など）と共同して人材育成にも努めている。
(2) 分析項目の水準及びその判断理由

(水準)　期待される水準にある
(判断理由)
1)　研究業績：原著論文数や国際会議での発表数、招待講演数を考えると、期待される水準にあるといえる。また投稿している専門誌のインパクトファクターも各分野の国際誌として十分なレベルである。

2)　外部資金：科学研究補助金の獲得件数、金額などを考えると、毎年2.5人に一人は獲得しており、研究実績が社会的に認められているものと判断される。共同研究、受託研究、寄附金についても活発な研究活動を支えるものとなっている。

3)　主要業績：国内のトップ水準を行く研究を行っていること、研究成果が特許の取得や外部資金の導入に結びついていること、研究成果に関連した招待講演等を受けていること、各種の受賞数から、業績として満足できるものといえる。

以上、研究活動の実施状況は良好であり、産学連携の下に新技術の開拓を進めていくという関係者の期待に応えていると判断できる。

分析項目Ⅱ　研究成果の状況

(1) 観点ごとの分析
	観点　研究成果の状況


(観点に係る状況)
本学部・研究科として掲げる研究目標の、「独創的研究拠点としての構築」、「研究活動を通じての社会貢献」という課題を着実に実行している。研究科の中の研究グループを糾合し、そのアクティビティーを増倍していくべく、各種の研究プロジェクトが立ち上がりつつあり、その過程で特筆すべき多くの成果があげられてきた。以下に、その中での注目すべき成果を、本学部・研究科を代表する業績でSSと判断したものの中からいくつかを挙げる。

	M. Unno, Y. Kawaguchi, Y. Kishimoto, and H. Matsumoto, “Stereoisomers of 1,3,5,7-tetra-hydroxy-1,3,5,7-tetaisopropylcyclotetrasiloxane: synthesis and structures in the crystal”, J. Am. Chem. Soc., 127, 2256–2263 (2005).


本研究は、「炭素及びケイ素の元素特性を活用するナノ材料の創製と機能制御」プロジェクトの中心となる研究の一つで、新規な立体特異的合成により、これまでに１種類しか単離されていなかった異性体を４つすべて合成・単離したことに加えて、単離した化合物を原料とし、高度に構造が規制されたシロキサンの原料として用いることができる、並びにシラノールの金属表面との強い結合力を利用し、金属及び金属酸化物表面に色素を導入したり、触媒活性がある置換基を導入することができることから、高い評価を受けている。この結果は化学系のトップジャーナル（IF=7.696）に掲載され、また、各分野から注目を集め、平成17年度新エネルギー・産業技術総合開発機構、受託研究「色素増感太陽電池の新技術先導調査研究（含ケイ素増感色素）」に採択されたほか、いろいろな国際会議で招待講演を行った。

	M. Uemori, H. Kobayashi, T. Ichikawa, A. Wada, K. Mashiko, T. Tsukada, M. Hotta, “High-speed continuous-time subsampling bandpass ΔΣAD modulator architecture”, IEICE Trans. Fundamentals, E89-A, no.4, pp.916-923 (April 2006).


本研究は、「高速情報通信ネットワーク社会に対応したアナログ集積回路研究」プロジェクトの中心となる研究の一つで、アナログ・デジタル混載LSI設計に関する本研究は高い評価を得ている。これに関連して、論文14件、国際会議31件、特許出願８件（外国出願を含む）を行った。この研究成果に関心をもった民間企業との共同研究を８件行ない、学会等から14件の受賞をされた。日経エレクトロニクス誌等のエレクトロニクス関係の報道誌に筆者のこの分野の研究に関して合計４回記事が掲載された。「ナノCMOS時代のアナログ設計の方向性」を示す研究として高い意義が評価され、学術振興会、電子情報通信学会、IEEE VLSI Circuit Symposium 等でのパネリスト・講演者として合計４回招待された。
	L. Liuyun, K. Morishita & T. Takarada, “Light fuel gas production from nascent coal volatiles using a natural limonite ore”, FUEL, 86, 691-697, 2007


本論文の業績を代表的なものとして「石炭の低温接触ガス化及び分解の機構とプロセス開発に関する研究」に対して、日本エネルギー学会から平成18年度学会賞（学術部門）を受賞した。石炭の高効率転換技術として、ガス化は重要な技術であり、特に低温接触ガス化は次世代ガス化として期待されている。本研究は従来技術より200℃以上も低い温度でのガス化を可能としただけでなく、その後の派生研究と併せてトータルシステム効率を著しく向上させることが明らかになり、学術的にも社会的にもインパクトが大きい。

	片田敏孝・桑沢敬行：津波総合シナリオシミュレータを用いた津波防災の理解増進、

平成19年度科学技術分野の文部科学大臣表彰、科学技術賞（理解増進部門）


平成19年度の文部科学省の受賞者数は103件のみであった。理解増進部門での今回の受賞は、これまでの一連の防災研究活動とその成果の社会還元活動が評価されたものであり、自然災害に対するこれらの活動が社会に大きく貢献したものといえる。

	特許：(特願2007－210946号:2007年 8 月13日)：「逆ラプラス変換プログラム、逆ラプラス変換のためのテーブル作成プログラム、逆ラプラス変換の数値解算出プログラム、および逆ラプラス変換装置」、藤原宏志、齋藤三郎、松浦勉


ラプラス変換の実逆変換は難問として有名で、難しい典型的な問題として知られている。

齋藤は再生核の理論とチホノフの正則化法の理論を結びつけ、新しい原理による数値解法を確立し、具体的な場合における応用を展開し、現在までに20編を超える論文を共同研究者たちと発表した。解法は数学界以外でも評価され、日本数学会全体で４年ぶりに、2005年度三菱財団の研究補助を得た。この成果は理工系に大きな貢献が期待できると京都大学と群馬大学が評価し、それぞれ知的財産権を継承し両大学で特許の申請を行なった。数学関係では京都大学でも群馬大学でも初めてのことである。
	自動車用語辞典編集委員会（編集委員長：新井雅隆）「日英中自動車用語辞典」

(Japanese-English-Chinese dictionary for automobiles)社団法人・自動車技術会

1-1079　（2006）


日英中自動車用語辞典は、会員数４万人の日本自動車技術会が国内の自動車関係の技術用語（２万語）を統一するために、1997年の自動車用語和英辞典の出版から開始した出版事業である。新井は初版時には編集委員会の幹事として掲載用語の選定、また日英中自動車用語辞典では編集委員長として全体の監修にあたったほか、エンジン関係の約２千語と100件の図表の大半について直接執筆を行った。
	M. Kuwahara, J. Nagashima, M. Hasegawa, T. Tamura, R. Kitagata, K. Hanawa, S. Hososhima, T. Kasamatsu, H. Ozaki, and H. Sawai, “Systematic characterization of 2'-deoxynucleoside-5'- triphosphate analogs as substrates for DNA polymerases by polymerase chain reaction and kinetic studies on enzymatic production of modified DNA”, Nucleic Acids Res., 34, (19), 5383-5394 (2006).


本研究は、核酸科学(学術誌)のトップジャーナルであるNucleic Acids Research誌（IF=6.317）に掲載された。また、主著者の一人（桑原）は、科学技術振興機構が主宰する「さきがけ研究」に採択されたが、本研究はそのための重要な業績の一部となった。また、学会でも高く評価され、日本化学会第86回春季年会において優秀講演賞を受賞した。

(2) 分析項目の水準及びその判断理由

(水準)　期待される水準を上回る

(判断理由)
本学部・研究科を代表する優れた研究成果として、23件のSS、74件のＳランクの業績があげられる。工学系の場合、分野によってインパクトファクター（IF）の標準値に大きな差があるので、一律の比較は難しいが、化学・生物系の場合ではIFが５以上の論文が13件ある。また、学会でのKeynote及びInvited Lectureが10件、大臣表彰・学会賞・論文賞・奨励賞などの表彰が19件、辞典の編纂、８件のNEDOなどの大型予算の採択に繋がった研究などがあることを考えると、十分に高いレベルにあるといえる。

特に、大学の重点プロジェクトに関わる領域の研究は、文部科学省連携融合事業（ケイ素を基軸とする機能性材料の開拓、平成17～19年度）へと進められた。アナログ集積回路研究領域についても、平成19年度は、群馬県から群馬大学が運営委託を受けて、「群馬アナログカレッジ」として自立化を実現した。その他にも、経産省産学連携製造中核人材育成事業が採択となった。特にケイ素関係では、平成17年度（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構の受託研究「色素増感太陽電池の新技術先導調査研究（含ケイ素増感色素）」を受けるなど成果をあげてきており、これらの成果を基にしてさらに大型の教育研究プロジェクトの立ち上げを計画している。また、平成15～19年には文部科学省リーディングプロジェクトの環境分野で「廃棄物から高効率にエネルギー及び資源を回収するプロセス技術開発」が採択となり、さらには、平成17年度よりJSTと群馬県の支援による群馬県地域結集型研究開発プログラム、環境に調和した地域産業創出プロジェクトの中核となる研究を展開している。

研究成果の社会還元についても、各種の研究会を地域の企業などに公開して開催するなど積極的に行っており、地域の知的情報センターとしての役割を果たしている。

以上、研究成果の状況は、関係者の期待を上回っていると判断できる。

Ⅲ　質の向上度の判断

①　事例１「研究科を中心とした組織への学科・専攻の改組」（分析項目Ⅰ）

（質の向上があったと判断する取組）

　　　本学部・研究科は、平成19年度に大学院重点化を行い、研究科を中心とした組織への学科・専攻の改組を行った。その過程での教員間での討議により、改組の目的・意義などの周知・理解が図られ、研究推進を基軸にした教員組織体制の整備が進められ、プロジェクト型研究や産学連携事業を効率的に展開できる体制をとることが出来た。

②　事例２「プロジェクト型研究の展開」（分析項目Ⅰ、Ⅱ）

（高い質を維持していると判断する取組）
　　　法人化時点と比較すると、例えば応用化学・生物化学専攻においては、p4-4、資料Ⅰ－Ｂのように推移しており、平成16年度以降で国際会議発表、招待講演数が大きく増加している。（改組前の平成18年度以前は、応用化学科、材料工学科、生物化学工学科の移行教員の合計）これは、当該専攻が主体となって展開している「炭素・ケイ素」研究が、大学の重点プロジェクトに採択されたことにより、研究グループの結集が進み研究レベルの質的高度化が進んだことを示している。これらの成果を基にしてさらに大型の教育研究プロジェクトの構築を目指した活動が進んでいる。たとえば、ケイ素科学国際教育研究センターも設立され、理化学研究所と連携した研究活動が進んでいる。本研究科では現在、プロジェクト型研究を支える研究会活動として、５つの研究会（ナノテク研究会、ケイ素科学技術研究会、アナログ集積回路研究会、ファイブロバイオプロセス研究会、エネルギー研究会）が設立されており、今後の発展が期待される状況となっている。プロジェクト型研究の推進の一環として組織されている研究会活動も活発であり、アナログ集積回路研究会は平成18年12月には会員数が600名を越えている。

③　事例３「産学連携事業の展開、共同研究・知的財産権」（分析項目Ⅰ）

（高い質を維持していると判断する取組）

法人化時点と比較して、P.4-5、資料Ⅰ－Ｃに示すとおり共同研究が総額で大きく増加している。また、P.4-5、資料Ⅰ－Ｄに示すとおり知的財産（特許）についても大幅な増加がある。法人化をうけて、産学連携の共同研究・事業が活発に行われ、特許取得についても積極的になったことを反映したものといえる。科学研究費については、P.4-5、資料Ⅰ－Ｃに示すとおり総額、件数とも特に大きな変動はなく、研究の質は高いレベルを維持している。

　　　また、経済産業省の製造中核人材育成事業（メカトロニクス・ロボット分野）やアジア人財資金構想プロジェクトなどを周辺企業と連携して推進している。
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